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表紙

　

　

　

　

法令および定款に基づく
インターネット開示事項

　

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）

　

株式会社アシックス

　

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および定款第15条の

規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.asics.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供し

ております。
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連　結　注　記　表
　

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数および主要な連結子会社の名称

・連結子会社の数 51社　

・主要な連結子会社の名称

事業報告の「１．企業集団の現況に関する事項　(6) 重要な親会社および子会社の状況」に記載してい

るため、省略しております。　

(2) 主要な非連結子会社の名称等

・主要な非連結子会社の名称

亜瑟士商事股份有限公司

・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社および関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社または関連会社の名称等

・主要な会社等の名称

亜瑟士商事股份有限公司

・持分法を適用しない理由　

持分法非適用会社はそれぞれ当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結の範囲の変更に関する事項

連結の範囲の変更

当連結会計年度にホグロフスホールディングABの子会社として新たにホグロフスコリアコーポレーショ

ンを設立したため、第１四半期連結会計期間末から連結の範囲に加えております。

当連結会計年度に亞瑟士香港服装有限公司を新たに設立したため、第１四半期連結会計期間末から連結

の範囲に加えております。

当連結会計年度にホグロフスホールディングABの子会社として新たにホグロフスジャパン株式会社を設

立したため、第２四半期連結会計期間末から連結の範囲に加えております。

前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社ＯＴプランニングは、当連結会計年度に清算

結了したため、上記連結子会社の数には含んでおりませんが、清算結了までの損益計算書については連

結しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社（アシックスアメリカコーポレーション、アシックスヨーロッパ

B.V.、アシックスオセアニアPTY.LTD.、アシックススポーツコーポレーション他28社）およびホグロフ

スジャパン㈱の決算日は12月31日であり、ホグロフスジャパン㈱を除く国内連結子会社はすべて３月31

日で当社と同一であります。

また、在外連結子会社およびホグロフスジャパン㈱につきましては連結子会社の決算日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につきましては、連結上必要な調整を行っております。

５．会計処理基準に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法、ただし、債券につきましては償却原価法

(2) デリバティブ等の評価基準および評価方法

デリバティブ 時価法
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(3) たな卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額につきましては収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産除く）

当社および国内連結子会社は、定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につきましては、定額法

在外連結子会社は、定額法

なお、主要な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　・・・・３年～50年

機械装置及び運搬具・・・・２年～17年

工具、器具及び備品・・・・２年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産除く）

定額法

自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

また、企業結合によって資産および負債を時価にて再評価したことにより計上した無形固定資産の主な

ものには販売権、顧客基盤およびブランドがあり、償却年数は１年～24年であります。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につきましては、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。　

(ハ)重要な引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

当社および国内連結子会社は、売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。在外連結子会社は主として個別判定で計上することにしております。

(2）返品調整引当金

商品及び製品の返品による損失に備えるため、過去における返品実績を基準として計上しております。

(3）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上し

ております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異につきましては、15年による按分額を費用処理しております。

また、数理計算上の差異につきましては、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。なお、一部の連結子会社は発生連結会計年度より費用処理することとしております。

(ニ)重要なヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約および通貨オプションが付されている外貨建金銭債権債務等につきましては、振当処理

の要件を満たしている場合には、振当処理を行っております。

また、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引につきましては、特例処理を採用しております。
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(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予約取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引）

②ヘッジ対象

為替予約および通貨オプションにつきましては、主に外貨建輸入取引の為替変動リスクを、金利スワッ

プにつきましては、資金調達取引の金利変動リスクをヘッジ対象としております。

(3）ヘッジ方針

当社は、主に製品の輸入による買入債務等の為替レート変動によるリスクをヘッジする目的で外国為替

の実需の範囲内で為替予約取引および通貨オプション取引を行うものとしております。

また、借入金および社債に係る金利の将来の変動に対する有効な管理手段として、金利スワップ取引を

行うものとしております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

為替予約および通貨オプションにおきましては、過去の取引実績および今後の取引の実行可能性を総合

的に勘案し、ヘッジ対象としての適格性を検討することにより、有効性の評価を実施しております。

金利スワップ取引におきましては、原則として、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計額とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計額と

を比較し、その比率を基礎に判断しておりますが、契約の内容等によりヘッジに高い有効性が明らかに

認められる場合につきましては有効性の判定を省略しております。

(ホ)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却につきましては、発生年度以降20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却してお

ります。また、平成22年３月31日以前に計上した負ののれんの償却につきましては、僅少な場合を除き、

発生年度以降５年間で償却しております。　

(へ)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

６．追加情報　
当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及び
誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用し
ております。
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連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 31,314百万円

２．在外子会社資産再評価差額金

アシックススカンジナビアASの株式の追加取得(平成21年８月14日付）に伴う新規連結に関して、実務対

応報告第18号に基づき改正前の国際財務報告基準第３号を適用したことにより生じたものであります。

　

連結損益計算書に関する注記　

１．固定資産売却益　

固定資産売却益は主に旧東京支社の土地建物売却によるものであります。　

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式数の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計
年度期首の株式数

（株）

当連結会計年度
増 加 株 式 数

（株）

当連結会計年度
減 少 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計
年度末の株式数

（株）

普 通 株 式 199,962,991 － － 199,962,991

２．自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計
年度期首の株式数

（株）

当連結会計年度
増 加 株 式 数

（株）

当連結会計年度
減 少 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計
年度末の株式数

（株）

普 通 株 式 10,359,131 12,730 286 10,371,575

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加12,730株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少286株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。　

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 　 　 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,896 10 平成23年３月31日 平成23年６月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定
株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式 2,275 利益剰余金 12 平成24年３月31日 平成24年６月25日
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金融商品に関する注記　

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社および当社グループは、資金計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達して

おります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入に

より調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク　　

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクを有しております。また、海外で事業を行う

にあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクを有しておりますが、先物為替予約等を利用

してヘッジしております。　

有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクを

有しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建

てのものにつきましては、為替の変動リスクを有しておりますが、先物為替予約等を利用してヘッジし

ております。

借入金および社債は、主に運転資金や設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長

で決算日後６年であります。このうち一部は、金利の変動リスクを有しておりますが、金利オプション

取引等を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、主に製品の輸入による買入債務等の為替レート変動によるリスクをヘッジする目

的で、外国為替の実需の範囲内で為替予約取引等を行うものとしております。

また、借入金および社債に係る金利の将来の変動に対する有効な管理手段として、金利スワップ取引を

行うものとしております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの

有効性の評価方法等につきましては、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する

注記等「５．会計処理基準に関する事項（ニ）重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理　

当社および当社グループは、営業債権につきまして、各販売部門における管理部門が主要な取引先の状

況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。　

運用目的の債券は、取引権限等を定めた「職務権限規程」において定められた権限の中で決裁を得るも

のとしており、且つ格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

当社および当社グループのデリバティブ取引の相手先は、信用度の高い国際的な金融機関等に限られて

おり、相手方の債務不履行によるリスクはほとんどないものと判断しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理　

当社および当社グループは、デリバティブ取引に関して、「デリバティブ取引管理基準」、取引権限等

を定めた「職務権限規程」を社内規程として整備し、運用しております。

取引の実行および管理につきましては、これらの社内規程に基づき、経理財務部にて行っておりますが、

実行担当者と管理担当者を分離し、取引内容、取引残高および運用の管理を行っております。

また取引の内容等につきましては、適宜担当執行役員より常務会に報告されております。

有価証券及び投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

なお、一部の連結子会社におけるデリバティブ取引、有価証券及び投資有価証券につきましては、「職

務権限規程」に基づく決裁により取引を実行しており、あわせて管理部門において定期的な管理・報告

がなされております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　　

当社および当社グループは、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明　

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定におきましては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、「２．金融商品の時価等に関す

る事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につきましては、その金額自体がデリバティブ取

引に係る市場リスクを示すものではありません。　

　
２．金融商品の時価等に関する事項　　　

平成24年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

きましては、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお

りません。詳細につきましては、「（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品」

をご参照ください。　

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1) 現金及び預金 28,927 28,927 －

(2) 受取手形及び売掛金 59,392 　 　

　　　貸倒引当金(*1)
　

△2,332 　 　

　 57,059 57,059 －

(3) 有価証券及び投資有価証券　 　 　 　

      その他有価証券　 9,241 9,241 －

資産計 95,228 95,228 －

(1) 支払手形及び買掛金　 21,668 21,668 －

(2) 短期借入金 13,173 13,173 －

(3) 社債　 16,000 16,247 247

(4) 長期借入金 5,317 5,379 61

負債計 56,158 56,468 309

デリバティブ取引（*2） (383) (383) －
　　　
(*1)受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。　

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、（　）で表示しております。　

　

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項　

資産　　　　 　

(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。　
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(3) 有価証券及び投資有価証券　

これらの時価につきましては、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格

又は取引金融機関から提示された価格によっております。　　

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計

上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

① その他有価証券で時価のあるもの
　　

　 種類
連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

（1）株式 4,778 3,138 1,639

（2）債券 　 　 　

　 　　社債 656 630 25

（3）その他 786 618 167

小計 6,220 4,387 1,832

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

（1）株式 696 766 △70

（2）債券 　 　 　

　　 　社債 287 289 △2

（3）その他 2,038 2,104 △65

小計 3,021 3,160 △138

合計 9,241 7,548 1,693
　

　
② 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31

日）　

種類　
売却額

（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1)株式　 18 9 －

(2)債券　 　 　 　

　 ①国債・地方債等　 － － －

　 ②社債　 － － －

　 ③その他　 － － －

(3)その他 － － －

合計 18 9 －

　
③ 減損処理を行った有価証券　

 該当事項はありません。　
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負債　

(1) 支払手形及び買掛金、並びに (2) 短期借入金　

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。　

(3) 社債　

当社の発行する社債の時価につきましては、元利金の合計額を当該社債の残存期間およ

び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法を採用しております。　

(4) 長期借入金

長期借入金の時価につきましては、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算出する方法を採用しております。　

デリバティブ取引　

(1) ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

① 通貨関連                                                                
　　

区分 取引の種類
契約額等

契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

市場取引以外の取引

通貨オプション取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

　　米ドル  6,443 4,426 △1,157 △810

　　ユーロ 2,760 － △40 5

　買建 　 　 　 　

　　米ドル 2,899 1,855 12 △192

　　ユーロ 1,380 － 17 △28

通貨スワップ取引 　 　 　 　

　　米ドル 8,417 8,417 △1,612 △1,612

為替予約取引 　 　 　 　

　買建 　 　 　 　

　　米ドル  3,596 91 △88 △88

合計 25,496 14,790 △2,869 △2,726
　

（注）時価の算定方法

　　　           取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　

② 金利関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

区分 取引の種類
契約額等

契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

市場取引以外の取引
金利オプション取引 　 　 　 　

売建フロア 1,500 1,500 △9 △9

合計 1,500 1,500 △9 △9
　　

（注）時価の算定方法

　　　           取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。　
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(2) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 
① 通貨関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

契約額等の
うち1年超

時価

（百万円）（百万円） （百万円）

原則的処理方法

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

　　米ドル 売掛金（予定取引） 417 － △9

　　ユーロ 売掛金（予定取引） 305 － 3

　買建 　 　 　 　

　　米ドル 買掛金（予定取引） 57,162 23,588 2,502

為替予約等の振当処理

為替予約取引 　 　 　 　

　買建　 　 　 　 　

　　米ドル 買掛金 348 － (*)

合計 58,233 23,588 2,495

（*）振当処理の要件を満たしている為替予約につきましては、振当処理されている買掛金と一

体として処理されているため、その時価は当該買掛金に含めて注記しております。　

（注）時価の算定方法　

           　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。　

　

② 金利関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

契約額等の
うち１年超

時価

（百万円） （百万円） （百万円）

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引 　 　 　 　

支払固定・受取変動 長期借入金 240 － （*)

合計 240 － －
　

（*）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。詳細

につきましては、「(4)長期借入金」をご参照ください。　
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(注) ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式　 383
　

これらにつきましては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3)有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。　
　
(注) ３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額　　　　　　 　　
　

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 28,927 － － －

受取手形及び売掛金 59,392 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

　　１．債券　 　 　 　 　

　　　　(1)社債 857 － 90 －

　　　  (2)その他 － － － －

　　２．その他 － － － 100

合計 89,176 － 90 100
　

　
(注）４．社債の連結決算日後５年間における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。

 １年以内 
（百万円）　

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

－ － － 11,000 －

　
(注）５．長期借入金およびその他の有利子負債の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

は以下のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　

区分
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

長期借入金 2,239 299 659 2,120

リース債務 445 349 267 175

　

賃貸等不動産に関する注記　

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 569円39銭

２．１株当たり当期純利益 66円55銭

　

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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個　別　注　記　表
　

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法、ただし、債券につきましては償却原

価法

(2) デリバティブ等の評価基準および評価方法

デリバティブ 時価法

(3) たな卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額につきましては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につきましては、定額法

なお、主要な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　・・・・３年～50年

機械装置及び運搬具・・・・２年～17年

工具、器具及び備品・・・・２年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産除く）

定額法

自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につきましては、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。　

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 返品調整引当金

商品及び製品の返品による損失に備えるため、過去における返品実績を基準として計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上してお

ります。
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(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異につきましては、15年による按分額を費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(5) 投資損失引当金

関係会社への投資にかかる損失に備えるため、当該会社の財政状態および回収可能性を勘案して必要額

を計上しております。
４．ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約および通貨オプションが付されている外貨建金銭債権債務等につきましては、振当処理
の要件を満たしている場合には、振当処理を行っております。
また、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引につきましては、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
①　ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予約取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引）
②　ヘッジ対象

為替予約および通貨オプションにつきましては、主に外貨建輸入取引の為替変動リスクを、金利スワッ
プにつきましては、資金調達取引の金利変動リスクをヘッジ対象としております。

(3) ヘッジ方針
当社は、主に製品の輸入による買入債務等の為替レート変動によるリスクをヘッジする目的で外国為替
の実需の範囲内で為替予約取引および通貨オプション取引を行うものとしております。
また、借入金および社債に係る金利の将来の変動に対する有効な管理手段として、金利スワップ取引を
行うものとしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
為替予約および通貨オプションにおきましては、過去の取引実績および今後の取引の実行可能性を総合
的に勘案し、ヘッジ対象としての適格性を検討することにより、有効性の評価を実施しております。 
金利スワップ取引におきましては、原則として、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、
ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計額とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計額と
を比較し、その比率を基礎に判断しておりますが、契約の内容等によりヘッジに高い有効性が明らかに
認められる場合につきましては有効性の判定を省略しております。

５．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

６．追加情報
当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の
訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂
正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しており
ます。
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 18,795百万円
２．保証債務

子会社の金融機関取引、仕入先との仕入取引およびオペレーティング・リース取引に対し、保証を行って
おります。
金融機関取引に対する債務保証
アシックスアメリカコーポレーション 11,544百万円　
アシックスヨーロッパB.V. 226百万円　
アシックススポーツコーポレーション 2,570百万円　

合　　計 14,341百万円　
仕入先との仕入取引に対する債務保証
アシックスアパレル工業株式会社 57百万円　

オペレーティング・リース取引に対する債務保証
アシックスアメリカコーポレーション 3,405百万円　
アシックスオセアニアPTY.LTD. 265百万円　

合　　計 3,670百万円　
３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 15,292百万円
短期金銭債務 8,082百万円

　
損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引

売 上 高 35,869百万円
仕 入 高 10,239百万円
そ の 他 の 営 業 取 引 高 3,833百万円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 4,768百万円
　

２．固定資産売却益　

固定資産売却益は主に旧東京支社の土地建物売却によるものであります。　

　
株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首の
株 式 数（株）

当事業年度増加
株 式 数（株）

当事業年度減少
株 式 数（株）

当事業年度末の
株 式 数（株）

普 通 株 式 10,359,131 12,730 286 10,371,575

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加12,730株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少286株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。
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－ 14 －

税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産   
関係会社株式評価損失 2,166百万円
関係会社出資金評価損失 1,708百万円
貸倒引当金 1,101百万円
退職給付引当金 1,725百万円
その他 2,099百万円

繰延税金資産小計 8,801百万円
評価性引当額 △5,916百万円
繰延税金資産合計 2,885百万円
　 　　
繰延税金負債   
その他有価証券評価差額金 310百万円
固定資産圧縮積立金 755百万円
その他 129百万円

繰延税金負債合計 1,195百万円
差引：繰延税金資産純額 1,689百万円
繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
流動資産－繰延税金資産 978百万円
固定資産－繰延税金資産 711百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳
法定実効税率 40.6％
（調整）   
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.2％
外国税額控除額 △0.1％
海外子会社配当金益金不算入額 △17.4％
評価性引当額の増減 △2.2％
税額変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.4％
その他 △0.7％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.0％

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23
年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する
特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する
事業年度から法人税率の引き下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、
繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.6％から平成24年４月１日に開
始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％
に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.6％となりま
す。
この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は170百万円減少し、法
人税等調整額が219百万円、その他有価証券評価差額金が42百万円、繰延ヘッジ損益が６百万円、それぞれ
増加しております。　
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リースにより使用する固定資産に関する注記
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　（単位：百万円）

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品 239 205 33

無 形 固 定 資 産 128 114 14

合 計 368 319 48

２．未経過リース料期末残高相当額
１年内 42百万円
１年超 6百万円
合計 48百万円
なお、取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産
の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 127百万円
減価償却費相当額 127百万円

４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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関連当事者との取引に関する注記
　　子会社及び関連会社等

 （単位：百万円）

属性 会社等の名称
議 決 権 等 の 所 有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引
金額

科 目
期末
残高

子会社 ア シ ッ ク ス 九 州 販 売 株 式 会 社
所有

直接100.0

スポーツ用品等
の販売、役員の
兼任

スポーツ用品等
の販売

3,567 売掛金 1,638

子会社 ア シ ッ ク ス 関 越 販 売 株 式 会 社
所有

直接100.0

スポーツ用品等
の販売、役員の
兼任

スポーツ用品等
の販売

2,495 売掛金 1,222

子会社 アシックス中四国販売株式会社
所有

直接100.0

スポーツ用品等
の販売、役員の
兼任

スポーツ用品等
の販売

2,620 売掛金 1,289

子会社 アシックススポーツ販売株式会社
所有

直接100.0

スポーツ用品等
の販売、役員の
兼任

スポーツ用品等
の販売

3,787 売掛金 1,821

子会社 ア シ ッ ク ス 中 部 販 売 株 式 会 社
所有

直接100.0

スポーツ用品等
の販売、役員の
兼任

スポーツ用品等
の販売

8,040 売掛金 3,634

子会社 株式会社アシックススポーツビーイング
所有

直接100.0

スポーツ用品等
の販売、役員の
兼任

資金の貸付およ
び利息の受取

23
関係会社短期

貸付金
1,908

子会社 アシックスキャピタル株式会社
所有 

直接100.0

当社グループの
支払に関するフ
ァクタリング業
務、役員の兼任

資金の貸付およ
び利息の受取

27
関係会社短期

貸付金
1,806

仕入先に対する
仕入債務の譲渡

－ 買掛金 2,826

子会社 アシックスアメリカコーポレーション
所有 

直接100.0

スポーツ用品等
の販売および米
州の子会社等の
統括、役員の兼
任

債務保証 14,950 － －

子会社 アシックススポーツコーポレーション
所有 

直接68.0

スポーツ用品等
の販売、役員の
兼任

債務保証 2,570 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）上記の営業取引条件は、一般取引先と同様の決定方針に基づき決定しております。
（2）資金の貸付につきましては、当社が資金の一元管理を行っております。また、資金の決済が随時行われ

ており、取引金額としての把握が困難であるため、当事業年度末の残高のみ記載しており、取引金額に
は利息の受取額を記載しております。

（3）利息の受取につきましては、市場金利を勘案し利率を決定しております。
（4）保証債務は、金融機関取引に関するものであります。
（5）子会社への懸念債権に対し、合計2,574百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度にお

いて合計110百万円の貸倒引当金戻入額を計上しております。
　

（注）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
　

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 326円30銭
２．１株当たり当期純利益 36円12銭
　
重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。




